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１．事業の概要

淡路地区 神戸地区

位置 兵庫県淡路市 兵庫県神戸市

計画（開園）面積 96.1（40.4） ha 233.9（41.3） ha

種別
都市公園法第2条第１項第2号

イの規定に基づく国営公園

年間利用者数 約84万人（平成27年度） ―

全体事業費 958億円

事業化 平成5年度

基本計画 平成6年5月

都市計画決定 平成6年度 平成8年度

用地(工事)着手 平成7年度
(平成7年度)

平成9年度
(平成14年度)

第一期開園 平成13年度 平成28年度

事業進捗率 80.3% （平成27年度末事業費）

用地取得面積率 55.6% （平成28年3月末） 100.0% （平成28年11月末)

淡路地区

神戸地区

設置目的・整備等の経緯

・ 都市公園法に基づき、一つの都府県を超える広域の見地から設置（イ号国営公園）。
・ 近畿地方の広域レクリエーション、明石海峡大橋周辺地域の広域レクリエーションの形成を目的に
淡路地区と神戸地区を一体的に整備。

イ号国営公園は、全国各ブロックに1箇所、人口集積
が高い関東と近畿は2箇所と都市公園法で規定



１．事業の概要

① 自然回復と望ましい環境形成を目指す
② 「花」「海」「島」を活かしたランドスケープと園遊空間の場つくりを図る
③ 21世紀の快適な都市づくりとライフスタイルに新たな提案を行う
④ 周辺との連携で「広域レクリエーション・広域観光」の核となる整備を図る
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夢舞台温室（兵庫県）

淡路夢舞台
国際会議場（兵庫県） 交流の翼港（兵庫県）

ホテル（民間）

県立淡路島公園（兵庫県）
ハイウェイオアシス
（高速道路会社）

企業等分譲地（淡路市）

「国際的でリゾート感あふれる海辺の園遊空間の創造」を周辺施設と連携して実施している。
大規模な土取り跡地の自然を回復、新たな園遊空間の創出を図る。

淡路地区の計画

平成２３年３月撮影



１．事業の概要

平成２３年３月撮影平成２３年３月撮影

広域レクリエーションゾーン

計画区域(233.9ha)

ゾーニング

キーナの森（神戸市）

しあわせの村（神戸市)

① 歴史・文化も含めた里地里山の景観を、新たな技術を導入しながら再生・継承
② 国際都市神戸に位置することから、自然と人との共生という伝統的な日本人の自然観を

海外の人々にも情報発信
③ 誰もが利用できる都市公園という場を活用し、里地里山文化を体感、里地里山を｢動態｣として保全し、

継承するモデル公園
④ 環境保全と豊かな暮らし、持続可能な新しいライフスタイルの提案

歴史・文化を含めた自然環境を保全し、自然との共生を中心とした伝統的な自然観を継承することに
よって、いのちのにぎわいが豊かな「里地里山文化公園」を目指す。

神戸地区の計画
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藍那口地区

農村広場地区

耕作楽園地区

渓流広場地区

棚田景観地区

里山美林地区

森のゾーン

稲刈り体験

おおらかな棚田景観の再生

やまももの摘み取り体験

計画面積（２３３．９ha）の約１８％となる棚田ゾーン（４１．３ha）が平成２８年５月２８日に開園した。
大都市近郊において、自然と共生していた里山のくらしや文化の継承を目指す。

棚田景観地区

耕作楽園地区

渓流広場地区

里山美林地区

木見川沿いの「せせらぎ広場」

棚田ゾーン
開園区域

森のゾーン

１．事業の概要

神戸地区の開園について
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古民家移築や農村舞台の復元

農村広場地区



２．事業の必要性等に関する視点

・ 平成26年4月の通行料金改定後、明石海峡大橋の通行量、淡路地域への観光入込数とも増加傾向
を示している。
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1）事業を巡る社会経済情勢等の変化

通行料金の改定例（垂水IC～淡路IC間 いずれも普通車）

明石海峡大橋通行量 淡路地域観光入込数

9,632 9,779 
9,141

9,880 9,769

10,915

12,032

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

H21年 H22年 H23年 H24年 H25年 H26年 H27年

（千人）（出典：本州四国連絡道路株式会社HP） （出典：兵庫県観光動態調査）

■明石海峡大橋の通行料金改定（平成26年4月1日）

改定前 改定後

ETC平日昼間、夜間割引 1,610円 900円

ETC平日通勤割引 1,150円 900円

ETC休日割引 1,050円 900円

明石海峡大橋の通行料金改定
（平成26年4月1日）

明石海峡大橋の通行料金改定
（平成26年4月1日）



4.0

18.5 17.9

24.5 25.7
30.8

35.4 35.8

45.1

59.8

38.5

46.5

39.4

53.8

83.7

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

国営明石海峡公園

県立淡路島公園

県立淡路佐野運動公園

２．事業の必要性等に関する視点

・ 国が広域レクリエーションに対応する公園として、来園者居住地圏は拡大傾向にある。来園者数も
順調に増加し、淡路花博2015が開催された平成27年度には過去最高の年間83.7万人を記録した。

2）事業の整備効果

広域的な集客実績

県外からの入園
者が半数を占め、
広域から来園者
を誘致している。

（出典：平成27年度淡路地区利用実態調査結果）
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前回評価

淡路地区 公園来園者数推移

（年度）

明石海峡大橋の料金改定
（平成26年4月1日）

来園者の居住地

来園者居住地圏の拡大

淡路地区における来園者の居住地圏
は、拡大傾向にある。

平成27年度

平成24年度

（出典：平成24、27年度淡路地区利用実態調査結果）

来園者の80％をカバーする居住地圏

淡路花博2010
淡路会場
※来場者数78万人

淡路花博2015
淡路会場
※来場者数107万人

▲
淡路花博
2015

▲
淡路花博
2010

※淡路会場：国営明石海峡公園淡路地区、淡路夢舞台
※県立淡路島公園、県立淡路佐野運動公園：

いずれも淡路島内で兵庫県が整備管理する公園

淡路地区

「八重咲きのかわった形のコスモス
を初めて見ました。お手入れ大変
ですね。」 （大阪府 50代 女性）

「ジャンボ遊具や工作など、子供が
楽しめることがたくさんで大満足で
した。」 （徳島県 40代 女性）

「ドライブで来ました。入園料以上
に色々と楽しめました。」

（出典：平成27年度お客様ご意見カード）

（和歌山県 40代 男性）

（万人）

※

※



満足 75%

まあ満足

22%

やや不満

2%
不満 1%

２．事業の必要性等に関する視点

・ １年中どの時期においても、花修景や花にふれあう体験が楽しめる公園づくりを行っている。
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2）事業の整備効果

ボランティアによる
フラワーガイドツアー

花にふれあう体験プログラム

四季を通じて花の魅力を提供

春季には、開花期の違うチューリップの球根を深さを変えて混植し、開花時期を長く保つための工夫を行う等、
高度な植栽技術を駆使し、１年中どの時期においても美しい花が楽しめる公園づくりを行っている。

花に親しむきっかけとなり、花への知識を増やすことが
できるような体験プログラムを多数実施している。

コスモスの摘み取り体験 緑の量や花の演出などについての満足度

春 夏 秋 冬

高い満足度の獲得

緑の量や花の演出
などについての来
園者満足度は、
「満足」「まあ満足」
の合計が97％と、
高い満足度を獲得
している。

（出典：平成27年度淡路地区利用実態調査結果）



２．事業の必要性等に関する視点

・ 子供から高齢者まで幅広い年齢層やニーズに対応するイベントやプログラムを提供している。
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2）事業の整備効果

植物とのふれあいによる
園芸療法

健康や福祉をテーマにした取り組み

幅広い年齢層に対応するイベント・プログラムの実施

子供からお年寄りまで、幅広い来園者に対応するイベントやプログラムを実施している。

大学との連携による園芸療法課程の実践プログラムや、障がい者
が植物に触れる福祉活動の場等として活用されている。

昆虫の生体や標本の展示 三世代で楽しめる
正月飾りづくり

平成22年度 平成27年度

開催回数 315 602

参加者数 5,517 38,694

イベント・プログラム開催回数・
参加者数の変化

車椅子利用者でも可能な
植栽体験

土取り跡地自然回復の
環境学習ツアー

子ども向け科学学習展示



２．事業の必要性等に関する視点

・ 整備された広いオープンスペースは大型イベントの場として活用され地域の交流拠点となっている。

2）事業の整備効果

駐車場、トイレ等のインフラが整った公園で、安全・快適に大型イベントが開催

淡路花博花みどりフェア、淡路市
夏まつり、野外コンサート等、国営
公園の広大な芝生広場等を活か
して、一日に数千人から５万人を
集めるような大規模なイベントが
行われている。

淡路市夏まつり 大規模音楽イベント
Freedom Aozora
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淡路花博2015花みどりフェア

平成22年度 平成27年度

開催回数 12 25

参加者数 26,701 81,078

持ち込みイベントの開催回数・
参加者数の変化



２．事業の必要性等に関する視点

・ 海外からの来園者に対しても花の公園の魅力を発信するなど、国営公園としてインバウンド促進に
向けて取り組んでいる。
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2）事業の整備効果

外国人の来園状況

来園を促進するための広報活動

海外からの来園者促進に向け、外国語パンフットを作成するとともに、関西空港や神戸空港に配置する等、
誘致に向けた取り組みを行っている。

旅行会社への
情報提供等に
より、外国人来
園者は、近年、
バスツアー等で
の来園が増加
している。

外国語パンフレット 関西空港での設置状況 神戸空港での設置状況

日伊修好通商条約150年等を記念し、世界中からフェラーリと
そのオーナーが参加交流するイベントでは、国営明石海峡公
園がツアー会場の一つに選ばれた。

75台のフェラーリが集った
フェラーリ・カヴァルケード・
インターナショナル2016

バスツアー等の団体客の

国別来園者の傾向※

※ツアー会社へのアンケートに記入
のあった来園者データ(平成27年度)

台湾：623名

中国： 37名

タイ王国： 56名

その他： 488名



２．事業の必要性等に関する視点

・ 平成27年3月に陸上自衛隊中部方面隊と「災害時等の国営公園の占用に関する協定」を締結した。
災害発生時には、広域防災拠点としての活用が想定されている。
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2）事業の整備効果

園内でのヘリ発着訓練

【災害時の自衛隊使用イメージ】
○物資の集積、臨時ヘリポート、部隊の露営地
○トイレ、給水地点
○電気供給地点 等

南海トラフ地震対応で、自衛隊が国営公園を災害派遣活動に使用する協定を締結するのは全国初
の取り組み。

【災害時における大規模公園の活用例】
（平成16年11月中越地震 国営越後丘陵公園）

設営の状況

【期待される効果】
・支援車両等の集結や後方拠点として必要な広いオープンスペースを速やかに確保することで
災害時における初動の応急対応を迅速化
・高速道路等からのアクセスが良好であり、広範な地域からの受け入れが可能

陸上自衛隊の後方支援本部及び被災市町
村への物資配送等の拠点として活用した

協定締結式
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農作業などを体験するもの（田

植え体験、植林、下草刈り体験）

原生的な自然を観察するもの

（野生動植物の観察、自然景観

の鑑賞など）

歴史文化の解説を受けるもの

（史跡名所めぐり、里山ウォーキ

ングなど）

環境に関して学習するもの（田

んぼの生きもの調査など）

地域の生活や文化を体験するも

の（里山管理の体験、古来の生

活の体験など）

環境保全のために貢献するもの

（外来種の駆除、植生の回復な

ど）

（%）

（複数回答）

子供に参加させたいエコツアーの種類

２．事業の必要性等に関する視点

・市民との協働による公園整備・運営により、里山体験や市民活動の場を提供。高い農作業体験等へ
のニーズに対応している。

地域の里地里山を活かし、残す取組み
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稲刈り

農作業体験等へのニーズ

整備段階から、多くの市民団体が参加している。
里山や自然に関する知恵や技術を活かし、地域の里
地里山を保全するとともに、市民が公園利用者をお
もてなしする市民参加型公園づくりのモデル事業と
なっている。

2）事業の整備効果

市民との協働による公園整備・運営

（出典：環境問題に関する世論調査（H26.9内閣府））



( )

２．事業の必要性等に関する視点

・里山の環境や伝統的な自然観が失われていく中、季節毎の体験プログラムを継続的に提供するな
ど、自然と共生する里山文化を次世代に継承している。

地域の里地里山を活かし、残す取組み
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季節に応じた里山体験プログラム
二十四節気七十二候に表される季節の移り変わりに応じ約15日毎に異なるプログラムを用意。里山維持管理
作業と収穫をセットにした体験プログラムを提供し、誰もがその季節の里地里山の生活の営みを体感できる。

2）事業の整備効果

あぜの草引き トウモロコシの収穫 古民家のかまどで調理し、その場で味わう

四季
（旧暦）

月
二十四
節気

イベント名 開催日 参加者数

夏

6月
芒種 梅の収穫と保存食づくり 6月12日 57

夏至 田植え体験 6月18日 30

7月
小暑 らっきょう収穫と保存食づくり 7月3日 57

大暑 田んぼのかかしを作ろう 7月24日 41

秋

8月
立秋 水辺の生きもの観察会 8月7日 15

処暑 真竹の皮を使った細工 8月21日 16

9月
白露 おもしろ植物観察会 8月11日 24

秋分 稲刈り体験 9月24日 25

10月
寒露 脱穀体験 10月9日 60

霜降 柿狩り体験 10月16日 21

プログラム例

節気ごとの体験
プログラムの例

平成28年度
一部抜粋

大変よかった

79.3%

まあまあよかった

20.4%

あまりよくなかった

0.2%

プログラムに参加した感想
出典：平成28年度 里山学習
プログラム参加者アンケート( )



■ 算出条件
基準年： 平成28年度

評価期間： 50年間

社会的割引率： 4％

適用した費用便益分析マニュアル：

大規模公園費用対効果分析手法マニュア
ル 改訂第３版（平成25年）

推計に用いた資料：

国勢調査（平成12年、17年、22年、27年）、
日本の市区町村別将来推計人口（平成25年
公表）、日本の世帯数の将来推計（平成26年
公表）

２．事業の必要性等に関する視点
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3）事業の投資効果

■事業全体

※1 便益・費用については、現在価値化した値である
※2 便益・費用の合計値については、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある
※3 残事業については、基準年の翌年度以降の残事業費及び翌年度以降の供用により発生する便益で算出している
※4 残事業の総便益には算定上の用地売却益2億円を含む

■便益（Ｂ）
改訂第３版 大規模費用対効果分析手法マニュアルに基づき、直接的に公園を利用することで来園
者が享受できる「直接利用価値」と、公園があることで感じる地域防災等の満足度の増加分「間接利
用価値」の合計を算出
■費用（Ｃ）
公園事業に関わる建設費、及び維持管理費で算出

■残事業

便益(B)
直接利用価値 間接利用価値 総便益

費用便益比
(B/C)

2,656億円 576億円 3,232億円

1.7

費用(C)
建設費 維持管理費 総費用

1,551億円 365億円 1,916億円

便益(B)
直接利用価値 間接利用価値 総便益

費用便益比
(B/C)

285億円 48億円 335億円

1.5

費用(C)
建設費 維持管理費 総費用

142億円 77億円 219億円



３．事業の進捗の見込みの視点
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棚田
ゾーン

森の
ゾーン

自然保全
ゾーン

水と緑の
ゾーン

合計

計画面積 約53ha 約68ha 約69ha 約44ha 約234ha

用地取得 100％ 100％ 100％ 100％ 100％

開園面積 37.2ha 3.8ha 0.3ha － 41.3ha

淡路地区 神戸地区

文化交流
ゾーン

海岸ゾーン 展望ゾーン 合計

計画面積 約37ｈａ 約22ｈａ 約37ｈａ 約96ｈａ

用地取得 約99％ 100％ 0％ 約56％

開園面積 32.3ha 8.1ha － 40.4ha

展望ゾーン

文化交流ゾーン

海岸ゾーン

キーナの森

棚田ゾーン

水と緑のゾーン
自然保全
ゾーン

森のゾーン

１）事業の進捗状況
平成２８年度事業内容
・現在、海岸ゾーン北部の調査・設計を実施している。
事業進捗上の課題
・開園から１４年が経過しており、施設の老朽化対策、長寿命
化を適切に実施しながら、未開園区域の整備を進める。

２）今後の事業スケジュール等
・引き続き、海岸ゾーン北部の広場整備、展望ゾーンの用地
取得、園路整備等を実施し、早期の全面開園を目指す。

１）事業の進捗状況
平成２８年度事業内容
・現在、棚田ゾーンの未開園区域の整備を実施している。
事業進捗上の課題
・広大な未整備ゾーンについて、整備と現状保全のメリハリを意識して
調査・設計を進めていく必要がある。

２）今後の事業スケジュール等
・第Ⅰ期開園した棚田ゾーンに引き続き、森のゾーン及び水と緑の
ゾーンの園路広場整備等を実施し、早期の全面開園を目指す。



急な法面
（約４０度）

（田・畑）

４．コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点

復元・再生した部分

伝統的な草土手

伝統的な棚田景観の保全・再生と維持管理コスト低減の両立（神戸地区）

整備前 整備後

同じ勾配で復元・再生できている

国営明石海峡公園の計画は、新たな園遊空間や里地里山文化公園の創出を目的としており、周辺の
自然環境等に配慮しつつ、今後も技術の進展に伴う新技術・新工法の採用などによりコスト縮減に努
めながら、事業を推進していきます。

当地の伝統的な棚田や段々畑の草土手は急勾配であり、そのままでは高い頻度での補修が必要であったが、
土中に補強材をはさみながら造成し直すことで、維持管理コストを低減。 16



５．関係自治体等の意見
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国営明石海峡公園は明石海峡大橋周辺地域の広域レクリエーション形成にとって極めて重要
な公園である。

淡路地区は、淡路島観光の中核施設として淡路地域の観光振興に大きく寄与しており、県とし
ても交流人口の拡大に向け、北淡路地域に立地する花緑関連施設のネットワークを形成するうえ
で重要な施設として位置づけている。今後とも、誘客の目玉となる特徴的な花修景による魅力向
上や、近接する夢舞台や県立淡路島公園等との更なる連携を図っていただくとともに、社会情勢
の変化等を踏まえ、必要に応じて計画を見直していただいたうえ未開設区域の整備を推進してい
ただきたい。

神戸地区は、平成28年5月に一部開園し、里山文化の次世代への継承に向け、公園利用者へ
の里山体験プログラムの提供が始まっている。引き続き、更なる広報による知名度向上や周辺施
設と連携した効果的な公園運営を図っていただくとともに、藍那口の早期整備など未開設区域の
整備を推進していただきたい。

なお、事業の推進に当たっては、最新の知見を踏まえた新技術・新工法の採用など、可能な限
りコスト縮減に取り組んでいただきたい。

■兵庫県知事
平成２９年１月１８日 土第１６８５号

近畿地方整備局事業評価監視委員会に諮る対応方針（原案）の作成に係る意見照会について（回答）



５．関係自治体等の意見
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■一般財団法人 淡路島くにうみ協会

■一般社団法人 淡路島観光協会

○当協会は、国営公園はじめ関係団体等の参画・協力も得て行っている「淡路花祭」などの「花と緑豊
かな環境づくり」をはじめ、「淡路を担う人づくり」「活気あふれる地域づくり」「あわじ環境
未来島構想の推進」に取り組んでいる。

○当協会の取り組みに関連しその中心的役割を担っている淡路地区の整備をさらに推進してほしい。

○新たに開園した神戸地区における里地里山文化を継承する事業とあわせ、早期の両地区全園開園
を目指すとともに、魅力ある管理運営を行って、明石海峡をまたぐ広域的な地域の交流促進を通
じた淡路地域全体の観光・レクリエーション振興、地域活性化につながることを期待している。

○当協会は、淡路島島内の観光関係の企業、団体・組織等からなる団体で、広く島内の観光に係る
情報発信、誘客活動等を行っている。

○お蔭様で、国内外から島内への観光入込客数も増加しているが、その効果はまだまだ十分とはい
えず、当協会としては、今後ともこれらの取り組みを一層推進していかないといけない。

○国土交通省におかれても、今後とも淡路地域の観光・レクリエーションの核となる国営明石海峡
公園の整備をさらに推進し、早期の全園区域開園、そして入込客数の増加を促進してほしい。

○淡路夢舞台など周辺施設等と連携して、より特色ある施設管理運営に取り組むなど、淡路地域の
観光振興や活力増進の効果を発揮していくよう期待している。



６．対応方針（原案）
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国営明石海峡公園は、事業の必要性等に関する視点に変更はなく、
事業の進捗の見込みの視点から継続が妥当と判断できる。

引き続き事業を推進し、早期の全面開園を目指すことが適切である。

１．事業の必要性等に関する視点

２．事業進捗の見込みに関する視点

○ 明石海峡大橋の料金改定によって淡路島を訪れる観光客は増加傾向にあり、淡路地区においては、
四季を通じた花修景や幅広い年齢層に対応したプログラムの提供、広大な敷地を活かした大型イベント
開催等により、広域的に来園者を誘致、来園者数も増加傾向で、インバウンド促進にも取り組んでいる。

○ 淡路地区では、災害発生時には関係機関と連携して、広域防災拠点として広いオープンスペースを確
保し、災害時の初動応急対応を迅速化、広域な地域からの受け入れを可能としている。

○ 神戸地区では、市民協働による公園整備・運営により高い農作業体験等へのニーズに対応し、季節毎
の体験プログラムを継続的に提供する等、自然と共生する里山文化を次世代に継承している。

○ 費用便益比 （Ｂ／Ｃ）は、事業全体で１．７、残事業で１．５。

○ 淡路地区においては、文化・交流ゾーンの大部分は開園済み。引き続き、海岸ゾーン北部の広場整備、
展望ゾーンの用地取得、園路整備等を実施し、早期の全面開園を目指す。

○ 神戸地区においては、用地買収は完了し、平成28年度棚田ゾーンを中心に第一期開園済み。引き続き、
森のゾーン及び水と緑のゾーンの園路広場等を実施し、早期の全面開園を目指す。

事 業 継 続



No.１１－２

近畿地方整備局

事業評価監視委員会

平成28年度第５回

国営明石海峡公園
こ く え い あ か し か い き ょ う こ う え ん

平 成 ２ ９ 年 １ 月
近 畿 地 方 整 備 局

【 再 評 価 】



【前回評価時との対比表】
事業名：国営明石海峡公園

事業化年度：平成５年度

1

前回評価時 今回評価

（主な変更点）
平成２５年度 平成２８年度

再評価理由 再評価後３年間が経過 再評価後３年間が経過

事業諸元
（全体） 330.0ha
【淡路地区】 96.1ha
【神戸地区】 239.9ha

同左 ・変更なし

全体事業費 ９５８億円 同左 ・変更なし

進捗状況

【淡路地区】
用地取得率（面積）約56%
既開園（面積）約41% (39.5ha)

【淡路地区】
用地取得率（面積）約56%
既開園（面積）約42% (40.4ha)

・用地取得率（面積）変更なし
・開園面積 約1％進捗

【神戸地区】
用地取得率（面積）約99.9%
既開園（面積） 未開園

【神戸地区】
用地取得率（面積）100%
既開園（面積）18% (41.3ha)

・用地取得率（面積）約0.1%進捗
・開園面積 約18%進捗

進捗状況
（事業費）

約７８％ 約８０％ ・約2%進捗

費用対効果Ｂ／Ｃ
（残事業）

１．８
（残事業 ４．８）

１．７
（残事業 １．５）

備考 ・平成28年5月28日 神戸地区第1期開園



変動ケース 費用便益比（Ｂ／Ｃ）

需要

（全事業）
±10％ 1.6～1.8

事業費

（全事業）
±10％ 1.7～1.7

事業期間

（全事業）
±10％ 1.7～1.7

※感度分析については、改訂第3版大規模公園費用対効果分析手法マニュアルの感度分析の考え方に基づき、

都市公園事業の影響要因として考えられる、需要量、事業費の変動、事業期間とし、基本ケース値の±10%を

変動幅とした。

感度分析結果

【事業全体】

変動ケース 費用便益比（Ｂ／Ｃ）

需要

（残事業）
±10％ 1.4～1.7

事業費

（残事業）
±10％ 1.4～1.7

事業期間

（残事業）
±10％ 1.5～1.5

【残事業】

2



「共通-様式1」
検討対象公園

3

部分供用

全体供用

第一期部分
供用開始時
（平成14年度）

第二期部分
供用開始時
（平成15年度）

第三期部分
供用開始時
（平成16年度）

第四期部分
供用開始時
（平成22年度）

第五期部分
供用開始時
（平成28年度）

第六期部分
供用開始時
（平成32年度）

第七期部分
供用開始時
（平成33年度）

全体供用時
（平成38年度）

自然・空間系 82,474 114,167 114,167 114,167 194,948 194,948 229,105 257,746

施設魅力値 施設系 3,028 3,028 14,288 14,288 17,840 17,840 17,840 17,840

文化活動系 28,988 28,988 28,988 28,988 24,809 24,809 33,078 33,078

26.4 30.1 30.3 31.1 68.0 74.0 150.7 305.3

2.1 4.7 4.7 4.7 11.9 19.0 21.7 21.7

有 有 有 有 有 有 有 有

用地費

施設費

合計

492 505 498 417 1,006 921 1,132 1,689

※1：第一期～第四期は前回評価での適用値
※2：割引前の値を記載

47,865

95,810

供用年度※1

兵庫県神戸市中央区

国土交通省近畿地方整備局　国営明石海峡公園事務所

公園名

防災拠点機能の有無

国営明石海峡公園

（淡路地区）兵庫県淡路市夢舞台
（神戸地区）兵庫県神戸市北区、西区

（淡路地区）平成14年度，平成15年度，平成16年度，平成22年度，平成28年度,平成32年度
（神戸地区）平成28年度，平成33年度

平成38年度

都市公園法第2条　イ号国営公園

維持管理費※2　（百万円／年）

緑地面積（ha）

広場面積（ha）

事業費
（百万円）

47,945

都道府県市区町村名

担当者名

部署名

住所

供用（予定）年度

種別



「共通-様式6」
便益・費用と費用便益比の計算（全事業）

4

利用 環境 防災 合計 利用 環境 防災 合計 用地費
用地費

機会費用
施設費 用地費

用地費
機会費用

施設費

A B C D E F=A*E G=B*E H=C*E I=D*E J K L M N O=J*N P=K*N Q=L*N R=M*N
417,112 43,540 46,660 507,312 265,650 25,916 31,668 323,235 47,945 0 47,865 60,666 100,160 88,477 66,612 36,483

平成5 1993 2.465 平成5 1993 0 0 104 0 2.465 0 0 256 0
平成6 1994 2.370 平成6 1994 0 0 236 0 2.370 0 0 559 0
平成7 1995 2.279 平成7 1995 12,060 12,060 1,585 0 2.279 27,482 27,482 3,612 0
平成8 1996 2.191 平成8 1996 2,480 2,480 3,749 0 2.191 5,434 5,434 8,215 0
平成9 1997 2.107 平成9 1997 25,525 25,525 1,476 0 2.107 53,777 53,777 3,110 0
平成10 1998 2.026 平成10 1998 1,392 1,392 2,548 0 2.026 2,820 2,820 5,162 0
平成11 1999 1.948 平成11 1999 1,290 1,290 1,468 0 1.948 2,513 2,513 2,860 0
平成12 2000 1.873 平成12 2000 529 529 2,109 0 1.873 991 991 3,950 0
平成13 2001 1.801 平成13 2001 926 926 3,079 95 1.801 1,668 1,668 5,545 171
平成14 2002 1,744 228 442 2,413 1.732 3,020 394 765 4,179 平成14 2002 940 940 3,073 492 1.732 1,628 1,628 5,321 852
平成15 2003 1,678 232 450 2,360 1.665 2,794 386 749 3,929 平成15 2003 718 718 816 505 1.665 1,196 1,196 1,359 841
平成16 2004 2,287 234 453 2,974 1.601 3,662 374 725 4,761 平成16 2004 638 638 382 498 1.601 1,021 1,021 612 797
平成17 2005 2,825 237 459 3,520 1.539 4,348 365 706 5,419 平成17 2005 438 438 549 482 1.539 674 674 845 742
平成18 2006 3,362 240 464 4,067 1.480 4,976 356 688 6,020 平成18 2006 235 235 489 469 1.480 348 348 724 694
平成19 2007 3,899 244 470 4,613 1.423 5,549 347 670 6,566 平成19 2007 0 0 1,147 464 1.423 0 0 1,633 660
平成20 2008 4,436 247 476 5,160 1.369 6,071 338 652 7,061 平成20 2008 0 0 1,178 461 1.369 0 0 1,612 631
平成21 2009 4,973 251 482 5,706 1.316 6,544 330 635 7,509 平成21 2009 0 0 1,156 441 1.316 0 0 1,521 580
平成22 2010 5,510 254 488 6,253 1.265 6,972 322 618 7,912 平成22 2010 0 0 913 417 1.265 0 0 1,155 528
平成23 2011 5,168 252 484 5,904 1.217 6,288 306 589 7,183 平成23 2011 0 0 675 417 1.217 0 0 821 507
平成24 2012 4,826 249 480 5,555 1.170 5,645 292 561 6,498 平成24 2012 3 3 772 441 1.170 4 4 903 516
平成25 2013 4,483 247 475 5,206 1.125 5,043 278 535 5,856 平成25 2013 16 16 651 430 1.125 18 18 732 484
平成26 2014 5,189 250 484 5,924 1.082 5,613 271 524 6,407 平成26 2014 1 1 794 459 1.082 1 1 859 496
平成27 2015 5,895 254 494 6,642 1.040 6,131 264 513 6,908 平成27 2015 1 1 802 482 1.040 1 1 834 501
平成28 2016 8,297 734 1,347 10,378 1.000 8,297 734 1,347 10,378 平成28 2016 0 0 753 1,006 1.000 0 0 753 1,006
平成29 2017 8,495 779 1,334 10,609 0.962 8,168 749 1,283 10,201 平成29 2017 0 0 723 887 0.962 0 0 695 853
平成30 2018 8,692 825 1,322 10,840 0.925 8,037 763 1,223 10,022 平成30 2018 0 0 786 856 0.925 0 0 727 791
平成31 2019 8,890 871 1,310 11,071 0.889 7,903 774 1,165 9,842 平成31 2019 0 0 766 851 0.889 0 0 681 757
平成32 2020 9,087 916 1,298 11,302 0.855 7,768 783 1,110 9,661 平成32 2020 125 125 756 921 0.855 107 107 646 787
平成33 2021 9,284 970 1,278 11,532 0.822 7,631 797 1,050 9,478 平成33 2021 125 125 2,880 1,132 0.822 103 103 2,367 930
平成34 2022 9,483 1,029 1,248 11,760 0.790 7,495 813 986 9,294 平成34 2022 125 125 2,880 1,132 0.790 99 99 2,276 895
平成35 2023 9,682 1,087 1,219 11,988 0.760 7,357 826 926 9,110 平成35 2023 125 125 2,880 1,138 0.760 95 95 2,189 865
平成36 2024 9,881 1,146 1,190 12,216 0.731 7,220 837 869 8,926 平成36 2024 125 125 2,880 1,138 0.731 91 91 2,104 832
平成37 2025 10,080 1,205 1,160 12,445 0.703 7,082 846 815 8,743 平成37 2025 128 128 2,810 1,138 0.703 90 90 1,974 800
平成38 2026 10,278 1,264 1,131 12,673 0.676 6,944 854 764 8,561 平成38 2026 0 0 0 1,689 0.676 0 0 0 1,141
平成39 2027 10,284 1,257 1,125 12,665 0.650 6,680 816 730 8,227 平成39 2027 0 0 0 1,689 0.650 0 0 0 1,097
平成40 2028 10,289 1,249 1,118 12,657 0.625 6,426 780 698 7,905 平成40 2028 0 0 0 1,689 0.625 0 0 0 1,055
平成41 2029 10,294 1,242 1,112 12,649 0.601 6,183 746 668 7,596 平成41 2029 0 0 0 1,689 0.601 0 0 0 1,014
平成42 2030 10,300 1,235 1,106 12,641 0.577 5,948 713 638 7,300 平成42 2030 0 0 0 1,689 0.577 0 0 0 975
平成43 2031 10,305 1,228 1,099 12,633 0.555 5,722 682 610 7,014 平成43 2031 0 0 0 1,689 0.555 0 0 0 938
平成44 2032 10,310 1,221 1,093 12,625 0.534 5,505 652 584 6,740 平成44 2032 0 0 0 1,689 0.534 0 0 0 902
平成45 2033 10,316 1,214 1,087 12,616 0.513 5,296 623 558 6,477 平成45 2033 0 0 0 1,689 0.513 0 0 0 867
平成46 2034 10,321 1,207 1,080 12,608 0.494 5,095 596 533 6,224 平成46 2034 0 0 0 1,689 0.494 0 0 0 834
平成47 2035 10,326 1,200 1,074 12,600 0.475 4,901 570 510 5,981 平成47 2035 0 0 0 1,689 0.475 0 0 0 802
平成48 2036 10,332 1,193 1,068 12,592 0.456 4,715 544 487 5,747 平成48 2036 0 0 0 1,689 0.456 0 0 0 771
平成49 2037 10,337 1,186 1,061 12,584 0.439 4,536 520 466 5,522 平成49 2037 0 0 0 1,689 0.439 0 0 0 741
平成50 2038 10,342 1,179 1,055 12,576 0.422 4,364 497 445 5,307 平成50 2038 0 0 0 1,689 0.422 0 0 0 713
平成51 2039 10,347 1,172 1,049 12,568 0.406 4,198 475 426 5,099 平成51 2039 0 0 0 1,689 0.406 0 0 0 685
平成52 2040 10,353 1,165 1,043 12,560 0.390 4,039 454 407 4,900 平成52 2040 0 0 0 1,689 0.390 0 0 0 659
平成53 2041 10,358 1,158 1,036 12,552 0.375 3,885 434 389 4,709 平成53 2041 0 0 0 1,689 0.375 0 0 0 634
平成54 2042 10,363 1,151 1,030 12,544 0.361 3,738 415 371 4,525 平成54 2042 0 0 0 1,689 0.361 0 0 0 609
平成55 2043 10,369 1,144 1,024 12,536 0.347 3,596 397 355 4,348 平成55 2043 0 0 0 1,689 0.347 0 0 0 586
平成56 2044 10,374 1,137 1,017 12,528 0.333 3,460 379 339 4,178 平成56 2044 0 0 0 1,689 0.333 0 0 0 563
平成57 2045 10,379 1,130 1,011 12,520 0.321 3,328 362 324 4,015 平成57 2045 0 0 0 1,689 0.321 0 0 0 542
平成58 2046 10,385 1,122 1,005 12,512 0.308 3,202 346 310 3,858 平成58 2046 0 0 0 1,689 0.308 0 0 0 521
平成59 2047 10,390 1,115 998 12,504 0.296 3,080 331 296 3,707 平成59 2047 0 0 0 1,689 0.296 0 0 0 501
平成60 2048 10,395 1,108 992 12,496 0.285 2,963 316 283 3,562 平成60 2048 0 0 0 1,689 0.285 0 0 0 481
平成61 2049 10,401 1,101 986 12,488 0.274 2,851 302 270 3,423 平成61 2049 0 0 0 1,689 0.274 0 0 0 463
平成62 2050 10,406 1,094 979 12,480 0.264 2,743 288 258 3,289 平成62 2050 0 0 0 1,689 0.264 0 0 0 445
平成63 2051 10,411 1,087 973 12,472 0.253 2,638 276 247 3,161 平成63 2051 0 0 0 1,689 0.253 0 0 0 428
平成64 2052 0.244 平成64 2052 -47,945 0.244 -11,683

S
T
U=S/T 1.7

総費用   C                (百万円)
費用便益比   B/C      (百万円)

費用

（百万円）

合計

総便益   B　　　　　　　　(百万円) 323,235
191,572

割引率

現在価値
便益額便益

（百万円）

合計

現在価格
便益額

現在価格 現在価値

割引率
建設費 維持

管理費

建設費 維持
管理費



「共通-様式6」
便益・費用と費用便益比の計算（残事業）
①事業継続時の便益・費用
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利用 環境 防災
その他

用地売却益
合計 利用 環境 防災

その他
用地売却益

合計 用地費
用地費

機会費用
施設費 用地費

用地費

機会費用
施設費

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ=Ａ*Ｆ Ｈ=Ｂ*Ｆ Ｉ=Ｃ*Ｆ Ｊ Ｋ=Ｅ*Ｆ Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ Ｑ=Ｌ*Ｐ P=Ｍ*Ｐ Ｑ=Ｎ*Ｐ R=Ｏ*Ｐ
417,112 43,540 46,660 47,945 555,257 265,650 25,916 31,668 11,683 334,918 47,945 47,945 47,865 60,666 100,160 100,160 66,612 36,483

平成5 1993 2.465 平成5 1993 0 0 104 0 2.465 0 0 256 0
平成6 1994 2.370 平成6 1994 0 0 236 0 2.370 0 0 559 0
平成7 1995 2.279 平成7 1995 12,060 12,060 1,585 0 2.279 27,482 27,482 3,612 0
平成8 1996 2.191 平成8 1996 2,480 2,480 3,749 0 2.191 5,434 5,434 8,215 0
平成9 1997 2.107 平成9 1997 25,525 25,525 1,476 0 2.107 53,777 53,777 3,110 0
平成10 1998 2.026 平成10 1998 1,392 1,392 2,548 0 2.026 2,820 2,820 5,162 0
平成11 1999 1.948 平成11 1999 1,290 1,290 1,468 0 1.948 2,513 2,513 2,860 0
平成12 2000 1.873 平成12 2000 529 529 2,109 0 1.873 991 991 3,950 0
平成13 2001 1.801 平成13 2001 926 926 3,079 95 1.801 1,668 1,668 5,545 171
平成14 2002 1,744 228 442 2,413 1.732 3,020 394 765 0 4,179 平成14 2002 940 940 3,073 492 1.732 1,628 1,628 5,321 852
平成15 2003 1,678 232 450 2,360 1.665 2,794 386 749 0 3,929 平成15 2003 718 718 816 505 1.665 1,196 1,196 1,359 841
平成16 2004 2,287 234 453 2,974 1.601 3,662 374 725 0 4,761 平成16 2004 638 638 382 498 1.601 1,021 1,021 612 797
平成17 2005 2,825 237 459 3,520 1.539 4,348 365 706 0 5,419 平成17 2005 438 438 549 482 1.539 674 674 845 742
平成18 2006 3,362 240 464 4,067 1.480 4,976 356 688 0 6,020 平成18 2006 235 235 489 469 1.480 348 348 724 694
平成19 2007 3,899 244 470 4,613 1.423 5,549 347 670 0 6,566 平成19 2007 0 0 1,147 464 1.423 0 0 1,633 660
平成20 2008 4,436 247 476 5,160 1.369 6,071 338 652 0 7,061 平成20 2008 0 0 1,178 461 1.369 0 0 1,612 631
平成21 2009 4,973 251 482 5,706 1.316 6,544 330 635 0 7,509 平成21 2009 0 0 1,156 441 1.316 0 0 1,521 580
平成22 2010 5,510 254 488 6,253 1.265 6,972 322 618 0 7,912 平成22 2010 0 0 913 417 1.265 0 0 1,155 528
平成23 2011 5,168 252 484 5,904 1.217 6,288 306 589 0 7,183 平成23 2011 0 0 675 417 1.217 0 0 821 507
平成24 2012 4,826 249 480 5,555 1.170 5,645 292 561 0 6,498 平成24 2012 3 3 772 441 1.170 4 4 903 516
平成25 2013 4,483 247 475 5,206 1.125 5,043 278 535 0 5,856 平成25 2013 16 16 651 430 1.125 18 18 732 484
平成26 2014 5,189 250 484 5,924 1.082 5,613 271 524 0 6,407 平成26 2014 1 1 794 459 1.082 1 1 859 496
平成27 2015 5,895 254 494 6,642 1.040 6,131 264 513 0 6,908 平成27 2015 1 1 802 482 1.040 1 1 834 501
平成28 2016 8,297 734 1,347 10,378 1.000 8,297 734 1,347 0 10,378 平成28 2016 0 0 753 1,006 1.000 0 0 753 1,006
平成29 2017 8,495 779 1,334 10,609 0.962 8,168 749 1,283 0 10,201 平成29 2017 0 0 723 887 0.962 0 0 695 853
平成30 2018 8,692 825 1,322 10,840 0.925 8,037 763 1,223 0 10,022 平成30 2018 0 0 786 856 0.925 0 0 727 791
平成31 2019 8,890 871 1,310 11,071 0.889 7,903 774 1,165 0 9,842 平成31 2019 0 0 766 851 0.889 0 0 681 757
平成32 2020 9,087 916 1,298 11,302 0.855 7,768 783 1,110 0 9,661 平成32 2020 125 125 756 921 0.855 107 107 646 787
平成33 2021 9,284 970 1,278 11,532 0.822 7,631 797 1,050 0 9,478 平成33 2021 125 125 2,880 1,132 0.822 103 103 2,367 930
平成34 2022 9,483 1,029 1,248 11,760 0.790 7,495 813 986 0 9,294 平成34 2022 125 125 2,880 1,132 0.790 99 99 2,276 895
平成35 2023 9,682 1,087 1,219 11,988 0.760 7,357 826 926 0 9,110 平成35 2023 125 125 2,880 1,138 0.760 95 95 2,189 865
平成36 2024 9,881 1,146 1,190 12,216 0.731 7,220 837 869 0 8,926 平成36 2024 125 125 2,880 1,138 0.731 91 91 2,104 832
平成37 2025 10,080 1,205 1,160 12,445 0.703 7,082 846 815 0 8,743 平成37 2025 128 128 2,810 1,138 0.703 90 90 1,974 800
平成38 2026 10,278 1,264 1,131 12,673 0.676 6,944 854 764 0 8,561 平成38 2026 0 0 0 1,689 0.676 0 0 0 1,141
平成39 2027 10,284 1,257 1,125 12,665 0.650 6,680 816 730 0 8,227 平成39 2027 0 0 0 1,689 0.650 0 0 0 1,097
平成40 2028 10,289 1,249 1,118 12,657 0.625 6,426 780 698 0 7,905 平成40 2028 0 0 0 1,689 0.625 0 0 0 1,055
平成41 2029 10,294 1,242 1,112 12,649 0.601 6,183 746 668 0 7,596 平成41 2029 0 0 0 1,689 0.601 0 0 0 1,014
平成42 2030 10,300 1,235 1,106 12,641 0.577 5,948 713 638 0 7,300 平成42 2030 0 0 0 1,689 0.577 0 0 0 975
平成43 2031 10,305 1,228 1,099 12,633 0.555 5,722 682 610 0 7,014 平成43 2031 0 0 0 1,689 0.555 0 0 0 938
平成44 2032 10,310 1,221 1,093 12,625 0.534 5,505 652 584 0 6,740 平成44 2032 0 0 0 1,689 0.534 0 0 0 902
平成45 2033 10,316 1,214 1,087 12,616 0.513 5,296 623 558 0 6,477 平成45 2033 0 0 0 1,689 0.513 0 0 0 867
平成46 2034 10,321 1,207 1,080 12,608 0.494 5,095 596 533 0 6,224 平成46 2034 0 0 0 1,689 0.494 0 0 0 834
平成47 2035 10,326 1,200 1,074 12,600 0.475 4,901 570 510 0 5,981 平成47 2035 0 0 0 1,689 0.475 0 0 0 802
平成48 2036 10,332 1,193 1,068 12,592 0.456 4,715 544 487 0 5,747 平成48 2036 0 0 0 1,689 0.456 0 0 0 771
平成49 2037 10,337 1,186 1,061 12,584 0.439 4,536 520 466 0 5,522 平成49 2037 0 0 0 1,689 0.439 0 0 0 741
平成50 2038 10,342 1,179 1,055 12,576 0.422 4,364 497 445 0 5,307 平成50 2038 0 0 0 1,689 0.422 0 0 0 713
平成51 2039 10,347 1,172 1,049 12,568 0.406 4,198 475 426 0 5,099 平成51 2039 0 0 0 1,689 0.406 0 0 0 685
平成52 2040 10,353 1,165 1,043 12,560 0.390 4,039 454 407 0 4,900 平成52 2040 0 0 0 1,689 0.390 0 0 0 659
平成53 2041 10,358 1,158 1,036 12,552 0.375 3,885 434 389 0 4,709 平成53 2041 0 0 0 1,689 0.375 0 0 0 634
平成54 2042 10,363 1,151 1,030 12,544 0.361 3,738 415 371 0 4,525 平成54 2042 0 0 0 1,689 0.361 0 0 0 609
平成55 2043 10,369 1,144 1,024 12,536 0.347 3,596 397 355 0 4,348 平成55 2043 0 0 0 1,689 0.347 0 0 0 586
平成56 2044 10,374 1,137 1,017 12,528 0.333 3,460 379 339 0 4,178 平成56 2044 0 0 0 1,689 0.333 0 0 0 563
平成57 2045 10,379 1,130 1,011 12,520 0.321 3,328 362 324 0 4,015 平成57 2045 0 0 0 1,689 0.321 0 0 0 542
平成58 2046 10,385 1,122 1,005 12,512 0.308 3,202 346 310 0 3,858 平成58 2046 0 0 0 1,689 0.308 0 0 0 521
平成59 2047 10,390 1,115 998 12,504 0.296 3,080 331 296 0 3,707 平成59 2047 0 0 0 1,689 0.296 0 0 0 501
平成60 2048 10,395 1,108 992 12,496 0.285 2,963 316 283 0 3,562 平成60 2048 0 0 0 1,689 0.285 0 0 0 481
平成61 2049 10,401 1,101 986 12,488 0.274 2,851 302 270 0 3,423 平成61 2049 0 0 0 1,689 0.274 0 0 0 463
平成62 2050 10,406 1,094 979 12,480 0.264 2,743 288 258 0 3,289 平成62 2050 0 0 0 1,689 0.264 0 0 0 445
平成63 2051 10,411 1,087 973 12,472 0.253 2,638 276 247 0 3,161 平成63 2051 0 0 0 1,689 0.253 0 0 0 428
平成64 2052 47,945 47,945 0.244 11,683 11,683 平成64 2052 0 0.244 0

維持
管理費

割引率

建設費
維持

管理費

合計 合計

便益

（百万円）

現在価格 現在価値

費用

（百万円）

現在価格 現在価値
便益額

割引率

便益額 建設費



「共通-様式6」
便益・費用と費用便益比の計算（残事業）
②事業中止時の便益・費用
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③費用便益比の算出

利用 環境 防災
その他

用地売却益
合計 利用 環境 防災

その他
用地売却益

合計 用地費
用地費

機会費用
施設費 用地費

用地費

機会費用
施設費

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ=Ａ*Ｆ Ｈ=Ｂ*Ｆ Ｉ=Ｃ*Ｆ Ｊ Ｋ=Ｅ*Ｆ Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ Ｑ=Ｌ*Ｐ P=Ｍ*Ｐ Ｑ=Ｎ*Ｐ R=Ｏ*Ｐ
358,003 28,230 52,131 47,192 485,556 237,121 18,452 34,304 11,499 301,376 47,192 47,192 30,504 42,769 99,575 99,575 52,953 28,784

平成5 1993 2.465 平成5 1993 0 0 104 0 2.465 0 0 256 0
平成6 1994 2.370 平成6 1994 0 0 236 0 2.370 0 0 559 0
平成7 1995 2.279 平成7 1995 12,060 12,060 1,585 0 2.279 27,482 27,482 3,612 0
平成8 1996 2.191 平成8 1996 2,480 2,480 3,749 0 2.191 5,434 5,434 8,215 0
平成9 1997 2.107 平成9 1997 25,525 25,525 1,476 0 2.107 53,777 53,777 3,110 0
平成10 1998 2.026 平成10 1998 1,392 1,392 2,548 0 2.026 2,820 2,820 5,162 0
平成11 1999 1.948 平成11 1999 1,290 1,290 1,468 0 1.948 2,513 2,513 2,860 0
平成12 2000 1.873 平成12 2000 529 529 2,109 0 1.873 991 991 3,950 0
平成13 2001 1.801 平成13 2001 926 926 3,079 95 1.801 1,668 1,668 5,545 171
平成14 2002 1,744 228 442 2,413 1.732 3,020 394 765 0 4,179 平成14 2002 940 940 3,073 492 1.732 1,628 1,628 5,321 852
平成15 2003 1,678 232 450 2,360 1.665 2,794 386 749 0 3,929 平成15 2003 718 718 816 505 1.665 1,196 1,196 1,359 841
平成16 2004 2,287 234 453 2,974 1.601 3,662 374 725 0 4,761 平成16 2004 638 638 382 498 1.601 1,021 1,021 612 797
平成17 2005 2,825 237 459 3,520 1.539 4,348 365 706 0 5,419 平成17 2005 438 438 549 482 1.539 674 674 845 742
平成18 2006 3,362 240 464 4,067 1.480 4,976 356 688 0 6,020 平成18 2006 235 235 489 469 1.480 348 348 724 694
平成19 2007 3,899 244 470 4,613 1.423 5,549 347 670 0 6,566 平成19 2007 0 0 1,147 464 1.423 0 0 1,633 660
平成20 2008 4,436 247 476 5,160 1.369 6,071 338 652 0 7,061 平成20 2008 0 0 1,178 461 1.369 0 0 1,612 631
平成21 2009 4,973 251 482 5,706 1.316 6,544 330 635 0 7,509 平成21 2009 0 0 1,156 441 1.316 0 0 1,521 580
平成22 2010 5,510 254 488 6,253 1.265 6,972 322 618 0 7,912 平成22 2010 0 0 913 417 1.265 0 0 1,155 528
平成23 2011 5,168 252 484 5,904 1.217 6,288 306 589 0 7,183 平成23 2011 0 0 675 417 1.217 0 0 821 507
平成24 2012 4,826 249 480 5,555 1.170 5,645 292 561 0 6,498 平成24 2012 3 3 772 441 1.170 4 4 903 516
平成25 2013 4,483 247 475 5,206 1.125 5,043 278 535 0 5,856 平成25 2013 16 16 651 430 1.125 18 18 732 484
平成26 2014 5,189 250 484 5,924 1.082 5,613 271 524 0 6,407 平成26 2014 1 1 794 459 1.082 1 1 859 496
平成27 2015 5,895 254 494 6,642 1.040 6,131 264 513 0 6,908 平成27 2015 1 1 802 482 1.040 1 1 834 501
平成28 2016 8,297 734 1,347 10,378 1.000 8,297 734 1,347 0 10,378 平成28 2016 0 0 753 1,006 1.000 0 0 753 1,006
平成29 2017 8,303 734 1,347 10,384 0.962 7,984 706 1,295 0 9,985 平成29 2017 0 0 0 1,006 0.962 0 0 0 967
平成30 2018 8,310 734 1,347 10,391 0.925 7,683 679 1,246 0 9,607 平成30 2018 0 0 0 1,006 0.925 0 0 0 930
平成31 2019 8,316 734 1,347 10,397 0.889 7,393 653 1,198 0 9,243 平成31 2019 0 0 0 1,006 0.889 0 0 0 894
平成32 2020 8,322 734 1,348 10,404 0.855 7,113 628 1,152 0 8,893 平成32 2020 0 0 0 1,006 0.855 0 0 0 860
平成33 2021 8,327 734 1,346 10,407 0.822 6,844 603 1,107 0 8,554 平成33 2021 0 0 0 1,006 0.822 0 0 0 827
平成34 2022 8,332 732 1,342 10,406 0.790 6,585 578 1,061 0 8,224 平成34 2022 0 0 0 1,006 0.790 0 0 0 795
平成35 2023 8,337 730 1,339 10,406 0.760 6,336 554 1,017 0 7,907 平成35 2023 0 0 0 1,006 0.760 0 0 0 764
平成36 2024 8,343 727 1,335 10,405 0.731 6,096 532 975 0 7,603 平成36 2024 0 0 0 1,006 0.731 0 0 0 735
平成37 2025 8,348 725 1,331 10,404 0.703 5,865 510 935 0 7,310 平成37 2025 0 0 0 1,006 0.703 0 0 0 707
平成38 2026 8,353 723 1,327 10,403 0.676 5,643 489 897 0 7,028 平成38 2026 0 0 0 1,006 0.676 0 0 0 680
平成39 2027 8,357 719 1,320 10,396 0.650 5,429 467 857 0 6,753 平成39 2027 0 0 0 1,006 0.650 0 0 0 653
平成40 2028 8,361 715 1,312 10,389 0.625 5,222 447 820 0 6,489 平成40 2028 0 0 0 1,006 0.625 0 0 0 628
平成41 2029 8,365 711 1,305 10,381 0.601 5,024 427 784 0 6,235 平成41 2029 0 0 0 1,006 0.601 0 0 0 604
平成42 2030 8,369 707 1,298 10,374 0.577 4,833 408 749 0 5,991 平成42 2030 0 0 0 1,006 0.577 0 0 0 581
平成43 2031 8,373 703 1,290 10,366 0.555 4,649 390 716 0 5,756 平成43 2031 0 0 0 1,006 0.555 0 0 0 559
平成44 2032 8,377 699 1,283 10,359 0.534 4,473 373 685 0 5,531 平成44 2032 0 0 0 1,006 0.534 0 0 0 537
平成45 2033 8,381 695 1,275 10,352 0.513 4,303 357 655 0 5,314 平成45 2033 0 0 0 1,006 0.513 0 0 0 516
平成46 2034 8,385 691 1,268 10,344 0.494 4,139 341 626 0 5,106 平成46 2034 0 0 0 1,006 0.494 0 0 0 497
平成47 2035 8,389 687 1,261 10,337 0.475 3,982 326 598 0 4,906 平成47 2035 0 0 0 1,006 0.475 0 0 0 477
平成48 2036 8,393 683 1,253 10,329 0.456 3,831 312 572 0 4,714 平成48 2036 0 0 0 1,006 0.456 0 0 0 459
平成49 2037 8,397 679 1,246 10,322 0.439 3,685 298 547 0 4,530 平成49 2037 0 0 0 1,006 0.439 0 0 0 441
平成50 2038 8,402 675 1,238 10,315 0.422 3,545 285 523 0 4,352 平成50 2038 0 0 0 1,006 0.422 0 0 0 424
平成51 2039 8,406 671 1,231 10,307 0.406 3,410 272 499 0 4,182 平成51 2039 0 0 0 1,006 0.406 0 0 0 408
平成52 2040 8,410 667 1,224 10,300 0.390 3,281 260 477 0 4,018 平成52 2040 0 0 0 1,006 0.390 0 0 0 392
平成53 2041 8,414 663 1,216 10,293 0.375 3,156 249 456 0 3,861 平成53 2041 0 0 0 1,006 0.375 0 0 0 377
平成54 2042 8,418 659 1,209 10,285 0.361 3,036 238 436 0 3,710 平成54 2042 0 0 0 1,006 0.361 0 0 0 363
平成55 2043 8,422 655 1,201 10,278 0.347 2,921 227 417 0 3,564 平成55 2043 0 0 0 1,006 0.347 0 0 0 349
平成56 2044 8,426 651 1,194 10,270 0.333 2,810 217 398 0 3,425 平成56 2044 0 0 0 1,006 0.333 0 0 0 335
平成57 2045 8,430 647 1,187 10,263 0.321 2,703 207 380 0 3,291 平成57 2045 0 0 0 1,006 0.321 0 0 0 323
平成58 2046 8,434 643 1,179 10,256 0.308 2,600 198 364 0 3,162 平成58 2046 0 0 0 1,006 0.308 0 0 0 310
平成59 2047 8,438 638 1,172 10,248 0.296 2,502 189 347 0 3,038 平成59 2047 0 0 0 1,006 0.296 0 0 0 298
平成60 2048 8,442 634 1,164 10,241 0.285 2,406 181 332 0 2,919 平成60 2048 0 0 0 1,006 0.285 0 0 0 287
平成61 2049 8,446 630 1,157 10,233 0.274 2,315 173 317 0 2,805 平成61 2049 0 0 0 1,006 0.274 0 0 0 276
平成62 2050 8,450 626 1,150 10,226 0.264 2,227 165 303 0 2,695 平成62 2050 0 0 0 1,006 0.264 0 0 0 265
平成63 2051 8,454 622 1,142 10,219 0.253 2,142 158 289 0 2,590 平成63 2051 0 0 0 1,006 0.253 0 0 0 255
平成64 2052 47,192 47,192 0.244 11,499 11,499 平成64 2052 0.244

現在価格 現在価値
便益額

割引率
便益額 建設費

維持
管理費

割引率
建設費

維持
管理費

合計 合計

便益

（百万円）

現在価格 現在価値
費用

（百万円）

S
T
U=S/T

A.事業を継続した場合 B.事業を中止した場合 Ａ－Ｂ

301,376
181,312

33,541
21,943

1.5

総便益   B　　　　　　　　(百万円) 334,918
総費用   C                (百万円) 203,255
費用便益比   B/C      (百万円)










